
東近江市告示第１７号  

 

 東近江市自殺対策計画検討委員会要綱を次のように定める。  

 

  令和元年６月５日  

 

東近江市長 小 椋 正 清     

 

東近江市自殺対策計画検討委員会要綱  

（設置）  

第１条 自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１３条第２項の規定に基

づく自殺対策計画を立案及び推進するため、東近江市自殺対策計画検討委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。  

（所掌事務）  

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討し、又は管理を行うものとする。  

(1) 自殺対策計画の立案に関すること。  

(2) 自殺対策計画の進捗及び見直しに関する調査、研修及び審議に関すること。 

(3) 前２号に規定するもののほか、自殺対策を効果的に推進するために必要な

事項に関すること。 

（組織）  

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。  

２ 委員長は、健康福祉部長をもって充てる。  

３ 委員は、別表第１に掲げる職員をもって充てる。  

４ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指

名した委員がその職務を代理する。  

（会議等） 

第４条 委員長は、委員会の会議（以下「会議」という。）を招集し、その議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提供を求めることができる。 

 （ワーキングチーム） 

第５条 第２条各号に規定する事項の具体的な内容について協議し、又は検討す

るため、委員会にワーキングチームを置く。 



２ ワーキングチームの構成員（以下「構成員」という。）は、別表第２に掲げる

職員をもって充てる。 

（守秘義務） 

第６条 第５条第３項の規定により会議に出席した者は、その職務に関して知り

得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第７条 委員会及びワーキングチームの庶務は、健康福祉部健康推進課において

行う。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和元年６月５日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

防災危機管理課長 

まちづくり協働課長 

納税課長 

保険年金課長 

保険料課長 

人権・男女共同参画課長 

市民生活相談課長 

健康福祉政策課長 

生活福祉課長 

福祉総合支援課長 

長寿福祉課長 

障害福祉課長 

東近江保健センター館長 

発達支援センター館長 

こども政策課長 

こども相談支援課長 

幼児課長 

商工労政課長 

住宅課長 

水道課長 



学校教育課長 

生涯学習課長 

別表第２（第５条第２項関係） 

防災危機管理課防災・防犯係長 

納税課滞納整理係長 

保険年金課国保医療係長 

市民生活相談課市民生活相談係長 

健康福祉政策課政策調整係長 

生活福祉課生活保護係長 

福祉総合支援課くらし相談支援係長 

障害福祉課障害支援係長 

発達支援センター主査 

こども相談支援課相談支援係長 

商工労政課商工労政係長 

学校教育課学校教育係長 


